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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第47期

第１四半期連結
累計(会計)期間

第48期
第１四半期連結
累計(会計)期間

第47期

会計期間

自平成21年
５月１日
至平成21年
７月31日

自平成22年
５月１日
至平成22年
７月31日

自平成21年
５月１日
至平成22年
４月30日

売上高（千円） 4,634,4185,117,31020,446,845

経常利益（千円） 284,467 397,4801,337,068

四半期（当期）純利益（千円） 198,975 190,793 817,890

純資産額（千円） 8,538,3609,085,6579,126,222

総資産額（千円） 19,506,66819,576,92520,112,126

１株当たり純資産額（円） 439.90 468.12 470.19

１株当たり四半期（当期）純利益金額（円） 10.25 9.83 42.14

潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額（円） － － －

自己資本比率（％） 43.8 46.4 45.4

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
421,616 589,4202,257,605

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△485,292△204,395△1,635,455

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
77,637△301,264△1,110,846

現金及び現金同等物の四半期末（期末）残高（千円） 2,535,6732,113,2212,039,082

従業員数（人） 312 330 332

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

　２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

　３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。
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２【事業の内容】

当第１四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

３【関係会社の状況】

当第１四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

４【従業員の状況】

　(1）連結会社の状況 平成22年７月31日現在

従業員数（人） 330 (83)

（注） 従業員数は就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出向

者を含んでおります。）であり、臨時雇用者数（常用パート、嘱託、取引先からの研修生を含み、派遣社員を含み

ません。）は、当第１四半期連結会計期間の平均人員を（　）外数で記載しております。

　(2）提出会社の状況 平成22年７月31日現在

従業員数（人） 300 (69)

　（注） 従業員数は就業人員（当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含んでおります。）であり、臨

時雇用者数（常用パート、嘱託、取引先からの研修生を含み、派遣社員を含みません。）は、当第１四半期会計期

間の平均人員を（　）外数で記載しております。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　　当第１四半期連結会計期間の生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
当第１四半期連結会計期間
（自　平成22年５月１日
至　平成22年７月31日）

　
前年同四半期比（％）

　

 ウォーター事業（千円） 115,145 △4.6

合計（千円） 115,145 △4.6

　（注）上記金額には、消費税等は含まれておりません。

(2）商品仕入実績

当第１四半期連結会計期間の商品仕入実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

  セグメントの名称 
当第１四半期連結会計期間
（自平成22年５月１日
　　至平成22年７月31日）

前年同四半期比（％）

 ＬＰガス事業（千円） 2,560,656 32.9

 ウォーター事業（千円） 237,179 △16.5

合計（千円） 2,797,836 26.6

　（注）１．金額は仕入価格によっております。

２．上記金額には、消費税等は含まれておりません。

(3）販売実績

当第１四半期連結会計期間の販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

 セグメントの名称 
当第１四半期連結会計期間
（自平成22年５月１日
　　至平成22年７月31日）

前年同四半期比（％）

 ＬＰガス事業（千円） 4,145,839 12.1

 小売（千円） 2,686,887 8.2

 総合管理（千円）（注）４ 143,905 1.1

 卸売（千円） 1,315,045 22.6

 ウォーター事業（千円） 971,471 3.8

 小売（千円）  843,174 5.6

 卸売（千円）  128,296 △7.0

合計（千円） 5,117,310 10.4

　（注）１．セグメント間の取引については相殺消去しております。

        ２．金額は販売価格によっております。　

　　　　３．上記金額には、消費税等は含まれておりません。

　　　　４．総合管理とは、当社が販売店の小売顧客サービスについて当社の小売顧客と同様の管理を委託されてＬＰガス供

給を行う販売形態であり、営業権（販売店が小売顧客へガスを販売する権利）を持つ販売店にはロイヤリ

ティの支払をする取引形態であります。
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２【事業等のリスク】

当第１四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　　　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

３【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

以下に記載する事項のうち将来に関する事項は、当四半期報告書提出日（平成22年9月14日）現在において当社グ

ループが判断したものであります。

(1)業績の状況

当第１四半期連結会計期間におけるわが国経済は、輸出の伸びを下支えとして、企業収益・設備投資ともに改善

の動きが見られました。しかしながら、需給ギャップからくるデフレ基調を背景に個人消費は依然低迷を続け、雇

用情勢も厳しさが持続しております。景気回復への基調は続いているとはいえ、欧米を中心とした海外景気の下振

れ懸念や円高という下押しリスクが存在しており、引き続き予断を許さぬ状況が続いております。

当社グループが属するＬＰガス業界においては、オール電化や代替エネルギーへの転換などの動きはあるもの

の、ＬＰガスは分散型エネルギーとしての特性や安全性、低環境負荷といった優位性を有し、エネルギーのベスト

ミックスにおいて重要な一角を占めており、今後とも安定した需要が見込まれております。ＬＰガス事業の業績は

ＬＰガスの輸入価格であるＣＰ（コントラクトプライス）に影響を受けますが、当第１四半期業績に影響を与え

る４月～６月の平均ＣＰは706ドル／トン（前年同期390ドル／トン）と前年を大きく上回る水準での推移となり

ました。

ボトルドウォーター業界は、健康志向や飲料水に対する関心の高まりを背景に引き続き需要は拡大基調にあり、

今後とも大きな成長が見込まれます。また、拡大が期待される市場である一方、新規参入や新商品の開発競争など

競合はますます激しさを増しております。

このような状況の中、当社グループはＬＰガス事業については、引き続き営業権の獲得やハウスメーカーとの提

携強化とともに湾岸直送方式、配送車両の大型化推進による効率的な物流システムを武器に大手外食産業などの

業務用需要の開拓に注力し、業容の拡大に努めました。その結果、ＬＰガスの販売数量は５月、６月の低温気候によ

る一般家庭における消費量の増加要因も加わり前年同四半期に比べ約1,500トン増加となりました。売上高は販売

数量増加とＣＰの高値推移により販売単価が上昇し、4,145百万円（前年同四半期比12.1％増）となりました。セ

グメント利益についてはＬＰガス仕入単価も上昇しましたが、適正マージンの確保に努め648百万円（前年同四半

期の営業利益比11.6％増）となりました。

ウォーター事業については、夏場の需要期に向け、原水への拘り、手ごろな価格、首都圏の17ストックヤード整備

によるサービス体制の充実などを様々な広告媒体を利用し積極的にアピールし顧客基盤の拡大に努めました。そ

の結果、一般家庭、業務用顧客のほか卸売り・ＯＥＭ販売先が増加し、販売数量はウォーター事業全体で約12％の

増加となりました。売上高については、増加部分に占める卸、ＯＥＭ販売の割合が高かったため971百万円と前年同

四半期比3.8％の増収にとどまりましたが、利益面ではアルピナの製造本数の増加による子会社アルプスウォー

ター（株）の製造原価低減効果並びに円高による子会社（株）ＨＷコーポレーションの輸入原価低減効果によ

り、セグメント利益は168百万円（前年同四半期の営業利益比63.4％増）となりました。

　

以上の結果、当第１四半期連結会計期間の当社グループ全体の売上高は5,117百万円（前年同四半期比10.4％

増）となり、利益面では営業利益は415百万円（前年同四半期比37.3％増）、経常利益は397百万円（前年同四半期

比39.7％増）、四半期純利益は190百万円（前年同四半期比4.1％減）となりました。　

（特記事項）

当社が保有する土地、倉庫スペース、水、燃料、人材など様々な資源の有効活用を目的に、新規事業として開始し

た植物工場プロジェクトについては、現在は鳥浜ストックヤードのスペースを活用し試験栽培を行っております。

　　

(2)キャッシュ・フローの状況

当第１四半期連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比べ

74百万円増加し、当第１四半期連結会計期間末は、2,113百万円となりました。

　当第１四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。
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（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果得られた資金は、589百万円（前年同四半期比39.8％増）となりました。

これは、仕入債務の減少405百万円、法人税等の支払額177百万円があったものの、税金等調整前四半期純利益

が375百万円であったこと、また、売上債権の減少449百万円、営業権償却188百万円、減価償却費198百万円があっ

たこと等によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果使用した資金は、204百万円（前年同四半期比57.9％減）となりました。

　これは、有形固定資産の取得による支出76百万円、無形固定資産の取得による支出125百万円があったこと等に

よるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　　　　　財務活動の結果使用した資金は、301百万円（前年同四半期は77百万円の獲得）となりました。

これは、短期借入金の純増額140百万円、長期借入れによる収入100百万円があったものの、長期借入金の返済

による支出198百万円、社債の償還による支出100百万円及び配当金の支払188百万円があったこと等によるもの

であります。

(3)事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第１四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

(4)研究開発活動

　該当事項はありません。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　　

　　(2）設備の新設、除却等の計画

　当第１四半期連結会計期間において、前連結会計年度末において計画中であった重要な設備の新設、除却等につい

て、重要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありませ

ん。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 60,000,000

計 60,000,000

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数（株）
（平成22年７月31日）

提出日現在
発行数（株）

（平成22年９月14日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 19,415,040 19,415,040
大阪証券取引所　（Ｊ

ＡＳＤＡＱ市場）

単元株式数1,000株

（注）

計 19,415,040 19,415,040 － －

　（注）完全議決権株式であり、権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式であります。

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高
（千円）

 平成22年５月１日

～平成22年７月31日
― 19,415,040― 555,282 ― 1,248,404

（６）【大株主の状況】

　大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりませ

ん。
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（７）【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成22年４月30日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。

①【発行済株式】

 平成22年７月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
普通株式

5,000
－

権利内容に何ら限定の

ない当社における標準

となる株式であります。

完全議決権株式（その他）
普通株式

19,392,000
19,392 同上

単元未満株式
普通株式

18,040
－ 同上

発行済株式総数 19,415,040 － －

総株主の議決権 － 19,392 －

 

②【自己株式等】

 平成22年７月31日現在

所有者の氏名
または名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社トーエル

神奈川県横浜市港北

区高田西一丁目５番

21号

5,000 － 5,000 0.03

計 － 5,000 － 5,000 0.03

 

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成22年
５月

６月 ７月

最高（円） 270 250 237

最低（円） 232 227 225

（注）最高・最低株価は、大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ市場におけるものであります。

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

なお、前第１四半期連結会計期間（平成21年５月１日から平成21年７月31日まで）及び前第１四半期連結累計期間

（平成21年５月１日から平成21年７月31日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第１四半期連結

会計期間（平成22年５月１日から平成22年７月31日まで）及び当第１四半期連結累計期間（平成22年５月１日から

平成22年７月31日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期連結会計期間（平成21年５月１日から平

成21年７月31日まで）及び前第１四半期連結累計期間（平成21年５月１日から平成21年７月31日まで）に係る四半

期連結財務諸表並びに当第１四半期連結会計期間（平成22年５月１日から平成22年７月31日まで）及び当第１四半

期連結累計期間（平成22年５月１日から平成22年７月31日まで）に係る四半期連結財務諸表について、有限責任監査

法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年７月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年４月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,113,221 2,039,082

受取手形及び売掛金 2,451,227 2,901,839

商品及び製品 891,385 917,834

仕掛品 8,968 6,754

貯蔵品 85,853 72,548

その他 628,243 291,529

貸倒引当金 △22,206 △23,551

流動資産合計 6,156,694 6,206,035

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） ※1
 2,334,863

※1
 2,316,604

機械装置及び運搬具（純額） ※1
 1,501,257

※1
 1,548,952

土地 5,129,751 5,129,751

その他（純額） ※1
 1,389,678

※1
 1,302,586

有形固定資産合計 10,355,551 10,297,895

無形固定資産

営業権 1,191,037 1,316,408

その他 99,807 109,467

無形固定資産合計 1,290,845 1,425,876

投資その他の資産

その他 1,841,365 2,245,303

貸倒引当金 △101,599 △99,748

投資その他の資産合計 1,739,765 2,145,554

固定資産合計 13,386,162 13,869,326

繰延資産 34,068 36,764

資産合計 19,576,925 20,112,126
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（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年７月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年４月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 1,519,353 1,931,092

短期借入金 530,000 390,000

1年内返済予定の長期借入金 890,364 861,551

未払法人税等 135,216 189,781

賞与引当金 68,606 131,967

役員賞与引当金 7,500 30,000

その他 2,026,478 1,983,976

流動負債合計 5,177,519 5,518,368

固定負債

社債 1,580,000 1,680,000

長期借入金 1,562,520 1,689,886

長期未払金 381,094 438,032

退職給付引当金 211,198 210,359

役員退職慰労引当金 459,474 452,065

その他 1,119,460 997,192

固定負債合計 5,313,747 5,467,536

負債合計 10,491,267 10,985,904

純資産の部

株主資本

資本金 555,282 555,282

資本剰余金 1,272,666 1,272,666

利益剰余金 7,201,849 7,205,150

自己株式 △2,276 △2,079

株主資本合計 9,027,522 9,031,020

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 58,135 95,201

評価・換算差額等合計 58,135 95,201

純資産合計 9,085,657 9,126,222

負債純資産合計 19,576,925 20,112,126
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成21年５月１日
　至　平成21年７月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成22年５月１日
　至　平成22年７月31日)

売上高 4,634,418 5,117,310

売上原価 2,614,077 2,965,838

売上総利益 2,020,341 2,151,472

販売費及び一般管理費 ※
 1,717,458

※
 1,735,601

営業利益 302,882 415,871

営業外収益

受取利息 6,915 6,623

受取配当金 2,896 3,636

スクラップ売却収入 － 8,021

その他 18,311 17,758

営業外収益合計 28,123 36,039

営業外費用

支払利息 30,638 29,363

為替差損 － 12,084

その他 15,900 12,983

営業外費用合計 46,538 54,430

経常利益 284,467 397,480

特別利益

固定資産売却益 214 316

国庫補助金 27,100 －

特別利益合計 27,314 316

特別損失

投資有価証券評価損 － 2,996

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 19,588

特別損失合計 － 22,584

税金等調整前四半期純利益 311,782 375,212

法人税、住民税及び事業税 15,098 131,085

法人税等調整額 97,707 53,333

法人税等合計 112,806 184,418

少数株主損益調整前四半期純利益 － 190,793

四半期純利益 198,975 190,793
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成21年５月１日
　至　平成21年７月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成22年５月１日
　至　平成22年７月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 311,782 375,212

減価償却費 176,592 198,803

営業権償却 196,663 188,066

貸倒引当金の増減額（△は減少） △255 505

賞与引当金の増減額（△は減少） △60,048 △63,361

退職給付引当金の増減額（△は減少） 5,778 838

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △149,719 7,408

受取利息及び受取配当金 △9,812 △10,259

支払利息 30,638 29,363

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 20,543

売上債権の増減額（△は増加） 525,330 449,964

たな卸資産の増減額（△は増加） 234,454 10,929

仕入債務の増減額（△は減少） △282,628 △405,763

割賦未払金の増減額（△は減少） △14,992 △4,855

未払金の増減額（△は減少） △68,822 △68,996

預り金の増減額（△は減少） 67,912 66,089

その他 △78,123 △4,323

小計 884,750 790,165

利息及び配当金の受取額 4,774 5,166

利息の支払額 △32,982 △28,204

法人税等の支払額 △434,925 △177,706

営業活動によるキャッシュ・フロー 421,616 589,420

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △317,659 △76,847

有形固定資産の売却による収入 439 2,163

無形固定資産の取得による支出 △153,111 △125,585

投資有価証券の取得による支出 △245 △10,377

貸付けによる支出 △19,630 △180

貸付金の回収による収入 17,477 13,893

保険積立金の解約による収入 2,618 2,671

保険積立金の積立による支出 △8,455 △8,891

その他 △6,725 △1,244

投資活動によるキャッシュ・フロー △485,292 △204,395

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 664,000 140,000

長期借入れによる収入 － 100,000

長期借入金の返済による支出 △265,143 △198,553

社債の償還による支出 △100,000 △100,000

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △34,248 △54,258

自己株式の取得による支出 － △197

配当金の支払額 △186,970 △188,256

財務活動によるキャッシュ・フロー 77,637 △301,264

現金及び現金同等物に係る換算差額 △25 △9,619

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 13,937 74,139

現金及び現金同等物の期首残高 2,521,736 2,039,082

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 2,535,673

※
 2,113,221
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第１四半期連結会計期間
（自　平成22年５月１日
至　平成22年７月31日）

会計処理基準に関する事項の変更 資産除去債務に関する会計基準の適用

　当第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会

計基準第18号　平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適

用指針」（企業会計基準適用指針第21号　平成20年３月31日）を適用しており

ます。

　これにより、営業利益、経常利益がそれぞれ955千円減少し、税金等調整前四半

期純利益が20,543千円減少しております。また、当会計基準等の適用開始による

資産除去債務の変動額は67,723千円であります。

　

【表示方法の変更】

当第１四半期連結会計期間
（自　平成22年５月１日
至　平成22年７月31日）

（四半期連結損益計算書関係）

　  「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用により、当

第１四半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。

　前第１四半期連結累計期間において、営業外収益の「その他」に含めて表示しておりました「スクラップ売却収

入」は、営業外収益総額の100分の20を超えたため、当第１四半期連結累計期間より区分掲記することとしました。な

お、前第１四半期連結累計期間の営業外収益の「その他」に含まれる「スクラップ売却収入」は3,960千円でありま

す。

　前第１四半期連結累計期間において、営業外費用の「その他」に含めて表示しておりました「為替差損」は、営業外

費用総額の100分の20を超えたため、当第１四半期連結累計期間より区分掲記することとしました。なお、前第１四半

期連結累計期間の営業外費用の「その他」に含まれる「為替差損」は2,417千円であります。

　

【簡便な会計処理】

 
当第１四半期連結会計期間
（自　平成22年５月１日
至　平成22年７月31日）

１．一般債権の貸倒見積高の算定方法 　当第１四半期連結会計期間末の貸倒実績率等が前連結会計年度末において

算定したものと著しい変動がないと認められるため、前連結会計年度末にお

いて算定した貸倒実績率等を使用して貸倒見積高を算定しております。

２．棚卸資産の評価方法 　当第１四半期連結会計期間末における棚卸高の算出については、実地棚卸を

省略し、前連結会計年度に係る実地棚卸高を基礎として、合理的な方法により

算定しております。

　また、棚卸資産の簿価切下げについては、収益性の低下が明らかなものにつ

いてのみ正味売却価額を見積り、簿価切下げを行っております。

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　当第１四半期連結会計期間（自平成22年５月１日　至平成22年７月31日）

　該当事項はありません。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第１四半期連結会計期間末
（平成22年７月31日）

前連結会計年度末
（平成22年４月30日）

※１．有形固定資産の減価償却累計額は、4,642,356千円で

あります。

※１．有形固定資産の減価償却累計額は、4,435,744千円で

あります。

　２．偶発債務 　２．偶発債務

(1)借入債務に係る債務保証 

従業員２名       35,551千円

合計 35,551

(2)割賦購入債務に係る担保買取予約

取引先　㈲カワラバ 20,587

取引先　㈱高柳商店 30,465

合計 51,052

(1)借入債務に係る債務保証 

従業員２名       35,877千円

合計 35,877

(2)割賦購入債務に係る担保買取予約

取引先　㈲カワラバ 21,600

取引先　㈱高柳商店 32,496

合計 54,096

（四半期連結損益計算書関係）

前第１四半期連結累計期間
（自　平成21年５月１日
至　平成21年７月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成22年５月１日
至　平成22年７月31日）

※販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次のとお

りであります。

※販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次のとお

りであります。

給与手当・賞与        356,814千円

賞与引当金繰入額 55,759

役員賞与引当金繰入額 7,500

退職給付費用 13,061

役員退職慰労引当金繰入額 9,881

減価償却費 88,012

営業権償却 196,663

販売促進費 185,674

　

給与手当・賞与        373,702千円

賞与引当金繰入額 58,500

役員賞与引当金繰入額 7,500

退職給付費用 9,884

役員退職慰労引当金繰入額 7,408

減価償却費 98,877

営業権償却 188,066

販売促進費 163,042

　

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第１四半期連結累計期間
（自　平成21年５月１日
至　平成21年７月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成22年５月１日
至　平成22年７月31日）

※現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係

※現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成21年７月31日現在） （平成22年７月31日現在）

現金及び預金勘定 2,535,673千円

現金及び現金同等物 2,535,673 

 

現金及び預金勘定 2,113,221千円

現金及び現金同等物 2,113,221 
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（株主資本等関係）

当第１四半期連結会計期間末（平成22年７月31日）及び当第１四半期連結累計期間（自平成22年５月１日　至平成

22年７月31日）

１．発行済株式の種類及び総数

普通株式　　　　　　　　　19,415,040株

２．自己株式の種類及び株式数

普通株式　　　　　　　　     　6,395株

３．配当に関する事項

配当金支払額

 
 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年６月28日

取締役会
普通株式 194,094 10 平成22年４月30日平成22年７月15日利益剰余金

（セグメント情報等）

【事業の種類別セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間（自平成21年５月１日　至平成21年７月31日）

 
ＬＰガス事業
（千円）

ウォーター事業
（千円）

計
（千円）

消去又は全社
（千円）

連結
（千円）

     売上高及び営業損益      

      売上高      

(1）外部顧客に対する売上高 3,698,266936,1514,634,418 －　 4,634,418

(2）

 

セグメント間の内部売上高

又は振替高
－　 －　 －　 －　 －　

 計 3,698,266936,1514,634,418 － 4,634,418

 営業利益 581,692 103,227684,919(382,036)302,882

  （注）１. 事業の区分の方法

              事業の区分は、親会社の商品部門を基礎として、商品の種類の共通性により区分しております。

２. 各事業の主要な商品

  （1）ＬＰガス事業・・・・家庭用・業務用ＬＰガス、ＬＰガス設備、ガス機器、住設機器

  （2）ウォーター事業・・・清涼飲料水（ハワイウォーター、アルピナ）、サーバー

    

【所在地別セグメント情報】

　前第１四半期連結累計期間（自平成21年５月１日　至平成21年７月31日）

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。

【海外売上高】

　前第１四半期連結累計期間（自平成21年５月１日　至平成21年７月31日）

　海外売上高がないため該当事項はありません。

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要　

　当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営

資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

　当社は、ＬＰＧ部門とウォーター部門を置き、各部門は、商品・サービスについて営業戦略を立案し、事業活

動を展開しております。

　したがって、当社グループは、「ＬＰガス事業」と「ウォーター事業」の２つを報告セグメントとしており

ます。

「ＬＰガス事業」ではＬＰガス及び関連器具の小売、卸売並びにこれに付随する配管等工事、保安管理及び

顧客サービス業務を行っているほか、生活にかかわるサービスを提供するホームサービス業務を行っており

ます。「ウォーター事業」ではハワイウォーターの仕入販売（宅配）及び国産ピュアウォーター「アルピ

ナ」の製造販売を行っております。

　

　

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報　
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当第１四半期連結累計期間（自平成22年５月１日　至平成22年７月31日）　　

（単位：千円）　

 
報告セグメント 調整額

（注１）

四半期連結損益
計算書計上額　
（注２）ＬＰガス事業　 ウォーター事業　 計

売上高    　  

外部顧客への売上高 4,145,839 971,4715,117,310 － 5,117,310
セグメント間の内部売上高
又は振替高

7,561 － 7,561 (7,561) －

計 4,153,400 971,4715,124,871(7,561)5,117,310

セグメント利益 648,980 168,719817,699(401,828)415,871

　（注）１．セグメント利益の調整額△401,828千円には、セグメント間取引消去△7,561千円と全社費用△394,267

　　　　　千円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない管理部門等に係る費用であり

　　　　　ます。

　　　　２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　

（追加情報）

　当第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号　平成

21年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号

　平成20年３月21日）を適用しております。

　

（有価証券関係）

該当事項はありません。

（デリバティブ取引関係）

該当事項はありません。

（ストック・オプション等関係）

該当事項はありません。

（企業結合等関係）

該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第１四半期連結会計期間末
（平成22年７月31日）

前連結会計年度末
（平成22年４月30日）

１株当たり純資産額 468.12円 １株当たり純資産額 470.19円

２．１株当たり四半期純利益金額

前第１四半期連結累計期間
（自　平成21年５月１日
至　平成21年７月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成22年５月１日
至　平成22年７月31日）

１株当たり四半期純利益金額 10.25円 １株当たり四半期純利益金額 9.83円

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

（注）　１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成21年５月１日
至　平成21年７月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成22年５月１日
至　平成22年７月31日）

四半期純利益（千円） 198,975 190,793

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益（千円） 198,975 190,793

期中平均株式数（株） 19,409,840 19,409,171

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

　

（リース取引関係）

該当事項はありません。

２【その他】

　平成22年６月28日開催の取締役会において、次のとおり剰余金の配当を行うことを決議いたしました。

(イ）配当金の総額………………………………………194,094千円

(ロ）１株当たりの金額…………………………………10円

(ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………平成22年７月15日

　（注）平成22年４月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成21年９月８日

株式会社トーエル

取締役会　御中

有限責任監査法人トーマツ

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 水上　亮比呂　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 三富　康史　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社トーエルの

平成21年５月１日から平成22年４月30日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成21年５月１日から平成21年

７月31日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成21年５月１日から平成21年７月31日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レ

ビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社トーエル及び連結子会社の平成21年７月31日現在の財政状態並

びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと

信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　（注）　１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　　２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成22年９月７日

株式会社トーエル

取締役会　御中

有限責任監査法人トーマツ

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 水上　亮比呂　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 三富　康史　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社トーエルの

平成22年５月１日から平成23年４月30日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成22年５月１日から平成22年

７月31日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成22年５月１日から平成22年７月31日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レ

ビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社トーエル及び連結子会社の平成22年７月31日現在の財政状態並

びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと

信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　（注）　１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　　２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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